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サンフランシスコ講和会議と中ソ同盟（1949-52）
−東側世界の「全面講和」外交−（2）

松　村　史　紀

Ⅴ　攻守の流動化（1950 年 12 月～ 1951 年 3 月）

1　複数の対照性

1950 年末から翌年早春にかけて、三つの舞台で
みごとな対照が現れた。朝鮮の戦場では中朝が攻
勢に立ち、米国側が退却を重ねる。対日講和をめぐ
る舞台においては、たがいの不和が一部残されてい
たとはいえ米英両国が主導権をにぎり、中ソは守勢
に甘んじた。そしてソ連が旧敵国と向きあうとき、ド
イツ問題では外交的攻勢をかけながらも、日本問題
ではそれほどの積極性をみせることはなかった。

この複数の対照を重ねるとき、ひとつの情景が像
を結ぶ。たとえ戦場で中朝側が米軍を後退させはじ
めたところで、あるいはクレムリンが欧州戦線で積極
的な外交を演じたとしてもなお、東側世界が西側の
対日単独講和を覆すために講じた策はけっして派手
なものではなく、どこまでも地味であった。

モスクワと北京がこのような姿勢をとったのはなぜ
だったのか。この問題を考えるためにも、その眼前
にひろがっていた情勢をまずは概観しておきたい。

1950 年暮れから翌年初頭にかけて、朝鮮半島は
第三次戦役をむかえ、風雲急を告ぐ情勢にあった。
彭徳懐の命を受けた共産勢力は大晦日にソウルを攻
撃し、元旦リッジウェー第 8 軍司令官は同地撤退を
決めた。中朝軍は 4 日ソウルをふたたび占領、7 日
37 度線まで兵を進めたところで進撃をやめた。この
とき潰走した米国側の深刻な危機感は想像にあまり
ある。しかし、中朝側の勢いもまた長くはつづかな
かった。2 月11日から 2 ヶ月あまりにわたってくり広
げられた第四次戦役で共産側は後退を余儀なくされ
た。2 月 20 日、米韓軍は「キラー作戦」による反
撃に着手、翌月 7 日、おなじく「リッパー作戦」を
開始し、中朝軍を押しもどしてソウルを奪還した。3
月末、共産側はほぼ全線にわたって 38 度線以北へ
と退却した。米中戦は引き分けの様相を呈しはじめ
た 1。

2　日米英の講和準備

米国は戦場で苦戦を強いられ、中国代表権問題
でも英国とのあいだに不和を残してはいたが、既存
の原則にもとづいて対日講和と安保条約の準備作業
には邁進をつづけた。

なによりもまず、日本政府自身が着実に歩を進め
た。日本側が関連の対象案を検討するという、いわ
ゆる D 作業は 1950 年 12 月 27 日原案の起草が完
了、翌年 1 月 5、19 両日にそれが改定された。30 日、
日米交渉で「わが方の見解」が提出されるが、その
基礎にあたるのがこの作業であった。重大な進路が
ここにさだめられた。たとえば、日本は共産主義勢
力に対抗する民主主義陣営の一員である。講和条
約の締結が長引くようなら、まずは米国一国とだけ
でも締結する。安保協定は講和条約と切離す。日本
の再軍備は希望しない。ここにさだめられた路線の
うち、安保協定については 1950 年 10 月中旬、いわ
ゆる B 作業として条約局内で案文、説明文がつくら
れた。米国は国連のために軍備をもたない日本の安
全を保障する。国連が対日侵略行為ありと決定した
とき、米国は侵略を排除するため所要の措置をとり、
日本は憲法の許す範囲で援助、助力にあたる。そ
の目的をはたすため米軍が日本に常駐することに合
意する。この一連の作業を受けて、1951 年 1 月末
から 2 月上旬にかけてダレスが訪日し、吉田茂との
会談に臨む。このとき軽武装程度の貢献しか語らな
い吉田にダレスが不満を覚えたことは有名だが、と
もかくも講和、安保両条約、そして行政協定の三文
書がワシントンにもち帰られることになった 2。

この前後に米英両国も相談を重ねた。1950 年 12
月上旬、首脳会談を経て米英共同コミュニケが発表
されるが、国連の中国代表権問題をめぐって両者の
溝は埋まらなかった。翌年 3 月12 日、英国は米国
宛覚書のなかで南樺太、千島諸島を対ソ割譲するよ
う求めるが、台湾の領土問題や中国代表権について
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は言及を避けた。また安全保障の分野については、
日本が非友好的なアジアあるいは共産主義ブロック
に加わる危険を認め、日米二国間の防衛条約が必
要だと伝えた。2 日後、ワシントンは駐米英国大使
館に宛て、講和問題で両国が「大幅の一致」をみた
ことを歓迎するとともに、南樺太、千島諸島の問題
については「ソビエトが講和条約の当事国になると
いう条件つき」ならば対ソ譲渡してもよいとした。3
月 23 日には講和条約草案がラスク国務次官補から
英大使館に手交されている 3。

中国代表権問題という棘は残されていたが、英米
は講和、安保両条約の準備を進めた。

3　欧州外交の攻勢と小休止

このころ東側世界は欧州と極東それぞれにたいし
て、どのような姿勢をとっていたのだろうか。

かねてより、モスクワはドイツの非軍事化、統一、
講和、そして中立化を導くためにも、まずは外相会
談の席を用意せよと西側に迫っていた。米国がここ
に西側世界の統合を妨げようとするクレムリンの悪意
を読みとっていたとしても不思議はない。1950 年末、
ワシントンはドイツ問題に特化することなく交渉の舞
台を用意するべきだと切り返した。翌年 1 月下旬、
モスクワ駐在の米国臨時代理大使がヴィシンスキー
外相にこの見解をあらためて伝え、つぎのように念を
押した。「ドイツ非軍事化の議題に限定した外相会
議」の開催を求めるソ連の提案は受け入れられない。
ドイツ、オーストリア問題に限定されない「基本問題」
も審議すべきであり、その問題を解決することによっ
て「全世界に現存する国際的緊張の原因を取りのぞ
くこともできる」。ついては四国代表の予備会談であ
れば応じてもよい 4。

当然ながら、クレムリンからすれば、西側世界の
統合を促すもとどめるも、その試金石はドイツ問題
をおいてほかにないと映じたことだろう。議題をい
たずらに広げれば、ドイツ問題の比重はいきおい目
減りすることはまぬがれず、みずからの対外戦略が
西側の非難にさらされるという憂き目にさえあいかね
ない。そこで、モスクワはドイツ問題を主題とすると
いう一点だけは譲らなかった。2 月 5 日、ソ連外務
省は米国大使館に宛て、その頑迷な姿勢を伝えた。

「ドイツ非軍事化」の問題解決が「現存の緊張した
国際情勢を緩和するうえで最重要」であるから、「外

相会談招集をさらに遅延させるためのいかなる論拠
も持ちだしてはならない」。ただ、核心を押しとおす
ためにも、周縁で譲歩することは忘れなかった。そ
れ以外の議題を審議してもよいし、議事作成に特化
した予備会談にも応じるというわけである 5。

外相会談あるいはその予備会談の議題をどのよう
にさだめるか、この問題は国際的緊張を高めた原因
をどこに求めるかという論争にたどり着き、交渉の
テーブルにつくまえからすでに外交戦の応酬がはじ
まっていた。米国からすれば「現在深刻な緊張をも
たらしている第一の原因は、大戦終結以降のソビエ
ト社会主義共和国連邦政府がとってきた全般的姿
勢にある」。軍備管理、軍縮を決裂させたのはソ連
にほかならなかった 6。すくなくとも、このような論
拠を用意することで、ワシントンはモスクワにたいし
て二重の牽制を加えることができただろう。外相会
談の開催を遅延させられるというにとどまらず、たと
え交渉が始まったとしても、ドイツ問題の審議をすこ
しでも躱すことができるからである。

2 月下旬から朝鮮半島では米軍の反撃が始まり、
中朝軍は押しもどされ始めた。グロムイコ外務次官
がカーク駐ソ米国大使との会談に臨んだのは、ちょ
うどこのころであった。かれはこの席でこれまでの主
張を頑なに守りながらも、外相会議の議事を固める
ためにパリで外務次官会議を招集することに賛同し
た 7。3 月 6 日、グロムイコはパリ会議にすがたをみ
せるが、西側代表にとって意外であったのは、かれ
がここでドイツ問題のカードを手控え、軍備競争問
題をかかげたことであった。これに乗じたのか、米
ソともに 3 月末にいたるまでおよそ妥決不能と思しき
議題――トリエステ、ルーマニア、ブルガリア、さら
にハンガリーの人権問題――ばかりを交渉でとり上
げるという奇異な状況がつづいた。スターリンから
すれば、朝鮮の戦場で押しもどされている中朝軍が
このあと大攻勢をかけるのを控え、対独問題で拙速
にことを運ぶよりも戦局の推移を見守ったということ
なのかもしれない 8。

4　停戦交渉の大原則

38 度線をはさんで、戦局の優劣が日ごと変転する
半島を舞台にして、北京はその都度対外戦略の再考
を迫られた。

1950 年 12 月、戦場で米軍を押し返し始めたころ、
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周恩来外交部長がようやく対日講和問題でまとまっ
た声明を発表した。停戦交渉を視野に入れるなか
で、その具体的条件をひとつひとつならべるよりもさ
きに、大原則を提示するという性格の文章であった。

まず、ふたつの正統性――北京政府の存在、そ
して「全面講和」という手続き――を示すことから
声明は始まった。「中国人民は 8 年にわたる勇敢な
抗戦をへて日本帝国主義を打ち破り、抗日戦争の勝
利を得た」。「中華人民共和国中央人民政府が中国
人民を代表する唯一合法な政府であり、同国は必ず
対日講和条約の準備、制定、調印に参加しなけれ
ばならない」。同国が不参加の場合、「内容と結果の
いかんを問わず」「不法」「無効」とみなす。「中国
国民党の反動的残余集団が中国人民を代表する資
格をもつことは絶対にありえない」。全面講和の基礎
はカイロ宣言、ヤルタ協定、ポツダム宣言、1947 年
6月19 日 FEC 通過の政策文書に謳われているほか、
中ソ友好同盟相互援助条約でも中ソ両国がその意
思を明記しているとうったえた。正統性の論拠を示
すのにこれほどの饒舌を要するということが、かえっ
て事態の複雑さを物語っていた。

つぎに米国が提示する講和七原則を論難した。
最初にとり上げたのは、条約の「締約国」を制約し
ているという問題である。ワシントンは「提案され
たもの、そして合意達成が可能なものを基礎として、
講和を望むあらゆる、あるいは一切の対日参戦国」
を締約国としてさだめるが、これは共同で対日講和
にあたるという基礎を覆すものである。異議申し立
てをする存在をはじめから排除しているという非難
であろう。つぎに領土問題にふれた。中ソに返還さ
れる領土については決定済みであると断ったうえで、
琉球・小笠原諸島を信託統治するというのは「国際
連合の名を借り」た「長期占領」、「極東における侵
略の軍事基地づくり」にほかならないと責めた。

さらに日本の再軍備を問題にした。「今日、米国
政府は西独を公然と武装しているのと同じく、日本
も公然と武装している」。「日本警察の名を借りて日
本陸軍を再建」、「海上保安庁の名を借りて日本海軍
を再建、日本の軍港を保存、建設」しているほか、

「日本の航空スタッフを訓練することで日本空軍をつ
くりあげ、日本の空軍基地を保存、建設している」。
深刻なのはこれにとどまらず、米国政府が「日本を
完全な米国の植民地とし、米国のアジア人民にたい

する侵略の道具として日本をこき使うことを企んでい
る」ことにもあった。つまり、「米国政府は米国占領
軍を日本から早期撤退させる意思をこれまでまったく
表明していないだけでなく、日本を朝鮮侵略、中国
侵略のための戦争基地として利用している」という
わけである 9。

この公式声明だけをみれば、米国が北京政府を
排除して単独講和を進め、極東において軍事侵略
を展開する拠点を日本においている、その現況をま
るごと覆さないかぎり北京の要求はおよそ満たされる
ものではない。ところが、これは高邁な理想を大原
則としてまとめたものであるから、朝鮮戦争の停戦
交渉の席で敵方の向うを張るのに、これをそのまま
相手側にぶつけても望みどおりにはいかない。実務
的な席においては、そのつど戦局の推移を背にして、
交渉条件の妥協を迫られることになる。手ばなすべ
き条件をさだめるにあたって、政策目標の優先順位
は冷厳なまでにことを決することになる。

5　停戦条件の割り引き

それでも最初、周恩来は高い掛け値をつけてい
た。12月7日、かれはロシチンソ連大使と面会し、「朝
鮮における軍事行動」を停止する条件を 5 つあげた。

「1. あらゆる外国軍の朝鮮撤退」。「2. 台湾海峡およ
び台湾領土からの米軍撤退」。「3. 朝鮮問題は朝鮮
人民自身によって解決されねばならない」。「4. 中華
人民共和国代表の国連参加および蔣介石代表の国
連排除」。「5. 対日講和条約準備のための四大国外
相会議招集」。もちろんモスクワの見解を確認するこ
とがすべてに優ると周は忘れず付け加えた 10。

すでに朝鮮半島と台湾海峡に米軍が展開してい
る現状からすれば、目標が高くさだめられたという
印象の強い 5 条件だが、そこにもそれなりの根拠、
そして政策の優先順位が潜んでいたといえる。中国
代表権問題を除けば、台湾・韓国から米軍のプレゼ
ンスを後退させ、朝鮮の未来を現地自身の決定にゆ
だねるというのは朝鮮戦争前夜の「現状維持」――
アチソン国務長官の「不後退防衛線」――を回復
するというに等しい。その回復が最優先事項だとす
れば、対日講和問題はやはりそれに準じたあつかい
であっただろう。中国代表権問題に展望が開けない
なか、すぐに「全面講和」を導くことは難しいと判
断したのか、周が求めたのは全面講和そのものでは
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なく、まして米軍の日本撤退や日本の非武装中立化
という高目標でもなく、あくまで講和準備の「契機」
を確保するための外相会議招集という、それでいえ
ば控えめな注文であった。

この報を受けたスターリンはいくらか慌てたのか、
高い掛け値で迫ろうとする北京をたしなめた。かれ
はロシチン大使経由で周恩来にこう言づけた。停戦
に関する「貴殿の条件には全面的に同意」する、「当
該条件が満たされなければ軍事行動を停止できな
い」。まずは大原則に同調を示したうえで、交渉を
急くことで被る不利益をひとつひとつならべたてた。

「ソウルがまだ解放されていないうちから、中国が
手のうちをすべてさらけ出すのは時期尚早」である。
そればかりではない、交渉役の英国、スウェーデン、
インド各代表は「実のところ米国の諜報員」であり、

「早々に手のうちをみせてはならない」。「米国は国連
決議で侮辱するのに中国側の 5 条件を利用するかも
しれない。米国にこのような利点を与えてはならな
い」。さらに北京自身にも弱みがある。「われわれの
周知しているかぎり、貴殿はだれを相手にするにも、
停戦条件を協議するのに国連からも米国からも全権
委任されていない」。そこで、北京は「朝鮮および中
国にのしかかる軍事行動を早期終結させることに全
力をそそ」げばよいが、まずは国連と米国の停戦条
件を待つ 11。

このときスターリンは北京にたいして、やや婉曲的
ながら二重の姿勢を示そうとしたのではないか。ま
ず、国際舞台における外交交渉を司るのは北京で
はなく、あくまでもモスクワであり、交渉の時機から
その条件にいたるまで主導権は後者がにぎる。北京
の求める条件を生かすも殺すも、その最終判断は
スターリンに委ねる。つぎに、戦場で米軍が後退し
はじめているときにこちらが交渉を急くことに利はな
く、できるかぎり優勢を得るためにも当面、中朝軍
には果敢な反撃を続けてもらう。

当時、国連の会合に参加するためニューヨークに
赴いていたヴィシンスキー外相のもとに届いた訓令に
は、その姿勢が鮮明に現れていた。

グロムイコは党政治局の承認を得ていると断った
うえで、外相にこう伝えた。「米軍が敗北を喫する現
状にあっては、また米軍が時間をかせぎ、完敗を免
れるために米国人が朝鮮における停戦をいっそう頻
繁に提起する現状にあっては」、つぎの 2 点を草案に

含めねばならない。「1. あらゆる外国軍の即時朝鮮
撤退」。「2. 朝鮮問題の解決は朝鮮民族自身に委ね
なければならない」12。

この訓令は何を示唆しているのか。まず、周恩来
が高値をつけた停戦条件が大幅に割り引かれてい
る。ソ連は議題を厳しく朝鮮問題に絞り、台湾や中
国代表権問題、そして対日講和に関わる論点を脇へ
おいた。中ソ同盟の利害がおよぶ論点をあえて議題
から外すことは、朝鮮戦争に正式に参与していない
モスクワにとって、自然な決定であったのかもしれな
い。いずれにせよ、北京が求めた朝鮮戦争前夜の
原状回復――朝鮮、台湾からの米軍撤退――とい
う高い目標はさっそく値引かれることになった 13。つ
ぎに、時間をかせぎたい米国が停戦を切望している
以上、交渉はこちらに有利、停戦条件を厳しく絞り
こみ、戦場で相手に圧力をかけるなら、やや高い
掛け値でも相手にふっかけて見込みがないこともな
い。妥決の可能性と政策の優先順位を念頭におくこ
とで、停戦条件の一部は冷酷にも削り落とされた。

さて、北京は停戦交渉を焦るなというスターリンの
忠告をおおむね聞き入れた 14。だが、具体的な停戦
条件となると、スターリンが引いた基本線だけは生
きていたが、その都度変転する情勢をにらみながら
品定めしなければならなかった。

1951 年 1 月、朝鮮休戦三人委員会が即時停戦後、
協議態勢に入ることを提案した 15。周恩来はこの「停
戦ののち交渉」という方式を頑なに拒んだ。「先に
停戦さえできれば、米国は力を温存でき、李承晩に
一部地域と軍事資本を保持させられる、交渉だって
無期限に延長できる」というのがその理由だった 16。
スターリンの流儀に忠実だったともいえる。ただ、具
体的な停戦条件については、上記委員会の提案な
どもふまえ、みずから有利なようにいくらか再設定し
た。当時、毛沢東が金日成に示した条件の一部を
みておこう。

（甲）「朝鮮からすべての外国軍隊を撤退させ、
朝鮮の内政は朝鮮人民により自己解決させるという
基礎の上に、関係国の協議を行い、朝鮮戦争を終
結するのに同意する」。

（乙）「協議の内容は米軍の兵力の台湾と台湾海
峡からの撤退、極東問題を含む」17。

ここにはスターリンの引いた基本線がそれなりに
生きている。朝鮮からの米軍撤兵は協議の前提であ
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り最優先事項、ところが停戦や台湾からの米軍撤
兵、さらに極東問題についてはその後の協議対象と
され、前者に準じるあつかいに甘んじている。のち
の展開からみれば、それでもまだよい方であった。

2 月下旬、米軍が戦場で巻き返しはじめると、停
戦条件はさらに割り引かざるをえなくなった。当時、
周恩来は希望を排して、冷ややかに情勢をみつめた。

「敵の大部分は消滅されず、朝鮮を撤退することもな
いだろう。この敵を消滅させたければ時間が必要だ。
よって朝鮮戦争は長期化する可能性があり、わが
方はすくなくとも二年の準備をなさねばならない」18。
もはや半島からの米軍撤兵さえ望めない状況にあっ
て、台湾からの米軍撤退はおろか、対日講和問題を
停戦交渉で取引するなど至難であったろう。

戦場の力関係によるかぎり、すくなくとも短期的に
は高邁な目標を諦めざるを得なかった。ただし、中
長期的にみたとき、たとえ日本が単独講和に与し、
米国と軍事協定を結んだとしても、利用できる資源
がなかったわけではない。日本に影響力を行使する
ための物理的手段にはおのずと限界があるが、日本
国内の世論はいくらか希望のもてるものであった 19。
東側陣営にとっては、短期的に勝算のないに闘いに
正面から挑んで敗北を喫するよりも、中長期にわた
る戦略を練ることが重要だったのかもしれない。

Ⅵ　外交攻勢の転移（1951 年 3 月～ 6 月）

1　米中戦の膠着化

1951 年春、朝鮮戦争はひとつの転機を迎える。3
月上旬、国連軍の進撃をまえに中朝軍はソウルを棄
て、同月末までにほぼ全線にわたって 38 度線以北
に押しもどされた。4 月 22 日から翌月 21日まで、毛
沢東は最後となる第五次戦役に挑むが完全に失敗、
38 度線をはさんで米中間の戦局は膠着した 20。

さて 3 月下旬以降、米ソ両者が停戦に向けてにわ
かに動き始めた。アチソン米国務長官は戦闘停止交
渉に入る用意があるという声明案をトルーマン大統
領に提出している。4 月11日、トルーマンはマッカー
サーを解任し、戦線拡大の失敗を印象づけるととも
に停戦をもとめる姿勢をあからさまにした 21。

その翌日、ソ連外務省は国連事務総長からの要
請に応え、マリク国連代表が国連のラジオ放送―
―3 月中旬から 6 月下旬までの予定で「平和の価値」
を主題にした一連の放送――で演説することが「目

的に適っている」と考え、スターリンにその旨上申し
た。ただ、国連当局が 4 月 28 日の放送を求めてい
たのにたいし、ソ連外務省は「5 月中旬から下旬あ
るいは 6 月いっぱい」の時期に遅らせることがよい
と考えた。「先行する参加者の放送演説にわれわれ
が反応することができ、そのような機会を他国代表
に与えなくともすむ」などがその理由であった。党中
央委員会はこの提案に同意し、6 月 23 日、マリク演
説がラジオ電波に乗った 22。

第五次戦役の時期をうまく避けて放送に臨んだこ
とになるが、実際には 5 月初旬以降、モスクワは北
京に隠れてマリク代表を米国国連代表部員と接触さ
せ、停戦の意志があることをたがいに確認しあって
いた 23。戦場を背にした和平案の探りあいである。

では、正式な参戦を避けたソ連はどのような停戦
条件を打ち出したのか。当然ながら、マリク演説は
それを示すための貴重な機会となった。クレムリン
は戦闘停止のあと 38 度線からの相互撤兵をふくむ
停戦交渉をはじめることを望み、マリクにこう言づけ
た。演説の「休戦条件には台湾返還と中国の国連
加盟を入れていない」。この問題を質されることがあ
れば、こう応じよ。「休戦は純粋に軍事問題、中国
の領土その他権利を休戦に持ち込むべきではない。
このことはもちろん中国も拒否しない」24。放送の数
日後、グロムイコ外務次官はカーク駐ソ米国大使と
の会談のなかで、停戦の合意事項に「政治、領土
問題を含めるべきではない。当該問題は特別な形式
をもって解決すべき」だと念を押した 25。

ことここに至り、モスクワの引く基本線は 2 月当
時の地点よりもさらに後退した。停戦の取引条件と
して対日講和問題はもはや話題にも上らず、台湾か
らの米軍撤兵、中国代表権問題でさえそこから除外
されてしまうという始末であった。

2　停戦条件の値踏み

1951 年 7 月10 日、中朝軍と国連軍は各代表を開
城におき、停戦交渉をはじめる。当初つけた高値か
らは大きく割り引かれているとはいえ、共産勢力は
長期戦の覚悟を固め、停戦条件で必要以上に譲る
ことを嫌った。交渉初日までにモスクワ、北京、平
壌はどのようにその条件を値踏みしたのか。膠着し
た戦局に展望が開けず、基本線を定めるまでに煩雑
な経緯をたどるが、それだけに苦慮のあとがそこに
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見受けられる。その一端をとらえておこう。
6 月初旬、第五次戦役で戦果を逸した毛沢東は「わ

が軍の技術条件が敵方よりもはるかに劣っている」
ことを認めざるを得ず、「いま敵方は軍事的威力が強
いばかりか、戦意もまだ衰えを知らない」とスターリ
ンに苦境を伝えた。ここには、なにかと軍事援助を
渋るクレムリンの流儀にたいする不満も見え隠れする
が、「朝鮮問題を迅速に解決できない」以上、「長
期戦の方針」をとらざるを得ないという判断は偽らざ
るところであったろう。「大規模な殲滅戦」ではなく、
機をみて「小規模な殲滅戦を数多くしかけ」ること
を当面の戦術にかかげた 26。すぐに勝算が得られな
いなら、策を弄しながら時間をかけて闘うまでだと
いうのが持久戦の習いである。

ほどなくして、金日成、高崗が毛の要望にしたがっ
てモスクワに向かい、中朝ソ三者間で来るべき停戦
交渉の戦略が練られることになった。

6 月中旬、マリク演説が電波に乗るまえから、北
京は身の丈にあわせるようにして、停戦条件を大胆
に削り落とした。まず「38 度線を境界」として、そ
の「南北それぞれに小地区を設けて緩衝地帯とする」
とし、米軍の全面撤退までは求めなかった。つぎに

“中国の国際連合加盟問題”は停戦“条件として提
起しなくともよい”と譲った。理由は“国際連合が
実際には侵略の道具に成り下がったことを中国とし
ては援用できるからである”。いまや北京は“加盟問
題に特別な意義を見出していない”とまで強がった。
さらに“台湾問題”については、敵方と“駆引きす
るために”提起すべきだが“米国が台湾問題の単独
解決を堅持している情勢下、われわれはしかるべき
譲歩をすることになろう”として、最初から交渉の捨
て駒になると観念していた。ここには“平和事業の
ために、われわれはまず朝鮮問題を解決する”のだ
という、諦観をふまえた現実主義が生きていた。

ただ、硬軟織り交ぜるのが交渉の鉄則、毛は最
初から弱みをみせることだけは避けようとした。いわ
く、「この二ヶ月、中朝軍が守勢に立たされているお
り、中朝両国からこれ［平和交渉］を提起するのは
不適切」、まずは「ソ連が［停戦に関する意思］表示」
をするか、「敵側が［停戦交渉を］提起するのを待」っ
て「中朝両国がみずからの態度を表明すればよい」。
さらに「8 月に有力な作戦を挙行」するにも「敵方が
兵力を増員せず、上陸しなければ、8 月にわれわれ

はいまよりずっと強くなる」という算段まで立てた 27。
朝鮮半島の戦局を広く東アジア諸問題の解決に

活かそうとする野心は抑え、38 度線をはさんだ兵力
引き離しに照準をしぼる。この小休止を存分に利用
し、戦場で挽回をはかる機会をうかがうというのが、
このときの青写真であったろう。

その後、マリクがラジオ放送で停戦の意志を語る
と、毛はさらに遜るような姿勢をモスクワにみせた。
かれはスターリンにこう告げている。「もし本当に［停
戦］談判を行うのなら、敵方にだまされないためにも、
この談判にたいする貴殿のきめ細かい指導が必要で
ある」28。停戦交渉で領土問題など非軍事分野はあ
つかわないとしたモスクワにたいする婉曲的な不満
の発露か、敬意の表現か、はたまたみずから交戦
国として矢面に立たされるのを避けるという現実的
な判断なのか、もはや判然としないが、停戦交渉で
はみずから一歩退くという態度をとった。いわく、当
該交渉については「貴殿［スターリン］が［訪ソ中の］
金日成同志と直接やりとりし」「細かく指導」してい
ただくのがよい 29。毛はモスクワにいる金日成にも打
電し、やはり二番手に甘んじるという意思を伝えてい
た。「今回の談判ではあなたの代表が主、中国志願
軍の代表が副となる」30。

このころ、当の金日成は停戦条件を 7 項にまとめ、
北京に披露していた。のちの検討材料になる条項を
とりあげるなら、第 1 条は停戦、戦闘停止。第 2 条
は「双方の部隊が 38 度線から10 キロ［公里］撤退し、
当該地区に非武装地区を設置」するという案。第 5
条では「停戦日から 2 ヶ月以内にあらゆる外国の陸
海空軍は撤退する」と謳い、第 6 条に捕虜の交換
を規定し、第 7 条で強制退去させられた公民［難民］
の帰還問題をあつかった 31。

後景に退くはずの毛沢東であったが、この原案に
ふれていくらか不安を覚えたのだろう。かれはすぐ
に異見を唱え、スターリンの判断を仰いだ。

毛は外国軍撤退についてずっと控えめな態度を
とった。いわく、「“中国志願軍を含め、あらゆる外
国軍部隊は期限内（たとえば 3 ヶ月から 4 ヶ月以内）
に何回かに分けて南北朝鮮から撤退完了する。”こ
れもまた重要な一条である。ただし、敵方代表はこ
の件が政治的範疇に入ると考えるだろうから、今回
の会議では解決してはならない」として、モスクワの
意見を求めた。また難民帰還問題にふれ、論争が
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未決のおりには「将来の政治的な国際会議に持ち越
して討議すればよい」と本音をのぞかせた 32。

ここには、毛の心づもりを知る手がかりが潜んで
いる。まず、来るべき停戦交渉において領土問題や
中国代表権問題などを取り上げない以上、今回は議
題を純軍事問題に厳しく絞り込み、重要な非軍事問
題はすべてのちの政治交渉に委ねたほうがよい。下
手に条件を盛り込んで妥結をねらえば、今後、政治
問題を争う機会を失いかねないとでもみていたのだ
ろう。つぎに、いずれ来る政治交渉で利を得るため
にも、長期戦の構えで戦局の挽回をはからねばなら
ない。ところが金日成の原案にしたがえば、中国軍
を含めて外国軍が「2 ヶ月以内」に完全撤退するこ
とになる。もちろん、この合意にいたる可能性は低
かったであろうが、このような提案をすること自体、
8 月の戦役準備に向けた臨戦態勢に水を差しかねな
い。そこで北京はこの議題を除外してしまうか、た
とえ採用するにしても撤兵期限に「3 ヶ月から 4 ヶ月」
という余裕をもたせたのだろう。

毛にとっては戦術の妙技でも、モスクワの意に沿
うとは限らない。スターリンは毛が削り落とそうとし
た条項を生かすよう伝えた。「あらゆる外国軍の撤
退、そして難民に関する問題」は「提起、堅持しな
ければならない」33。共産世界の最高指導者が告げ
る言は重く、毛は難色を示すことなく忠義をみせた。
かれは金日成に打電し、難民帰還に関する条項のほ
か、「朝鮮で戦闘にあたるあらゆる外国軍は中国志
願軍を含めて、2 ヶ月から 3 ヶ月以内に何回かに分
けて南北朝鮮から撤退完了する」という条項を盛り
込むように伝えた 34。その後、金日成の意思を尊重
して、毛は難民交換に関する条項を削除してもよい
などといくつかの修正には応じるが、半島からの外
国軍撤退を明記せよというスターリンの忠告に逆らう
ことはなかった 35。

開城交渉に臨む共産陣営は、もはやその席で対日
「全面」講和を争う余裕などなく、朝鮮戦争前夜の
原状回復――半島と台湾からの米軍撤退――をそ
のまま求めることさえ諦め、米軍の半島撤兵にねら
いを絞るのが関の山であった。戦局に鑑みて思いきっ
て値を下げた目標ではあったが、これでさえ実現で
きるかどうか心許ない状況にあった。

3　西側陣営の戦略

このころ、米国を中心にした世界は欧州、極東を
問わず、すでに友邦としての地位を固めつつある旧
敵国を陣営内に取りこもうと歩を進めていた。

西独をどのように同盟国として地域統合に組みこ
むのかについては依然進路は定まっていなかった。
ただ、西欧ではのちに欧州統合を支えることになる
事業が途についた。欧州石炭鉄鋼共同体［ECSC］
は朝鮮戦争前夜、仏外相シューマンが呼びかけた構
想に端を発す。同案にたいする米英の反応は好対照
をなしていた。当時、駐仏米大使の任にあった D. ブ
ルースは「解放以来、仏政府がなした最も建設的な
もの」とこれを歓迎したが、ベヴィン英外相は事前
になんら相談もなくこの案が出されたことに義憤を
覚えた。英国としては、独仏が旧来の夢を呼び覚ま
し、欧州にカルテルをつくろうとするのではないかと
懸念したようで、交渉に参加しないと同案を突っぱ
ねた。結局、1951 年 4 月、独仏伊にベネルクス三
国が加わり、パリで ECSC 設立のための条約が調
印された。この国際共同体はルクセンブルクに本拠
をかまえ、各国の石炭・鉄鋼部門を共通の超国家的
権威のもとにおき、各政府の政策決定をこの権威に
委ねようとするものであった 36。ワシントンはみずか
ら定めた統合路線をパリが積極的に採用したことを
歓迎した。ボン政府はこの超国家統合が対等の協
力関係を築くうえで、その起点になるとみた 37。

もうすこし広い視野からこの経緯をながめれば、
やがて成立する「EC-NATO 体制としての戦後秩序」
が萌芽するすがたをここにみることができよう。仏
政府は連邦主義的な「欧州軍」――いわゆる「プレ
ヴァン・プラン」――を構想していたが、英米から
の批判にあっていた。1950 年末、NATO 理事会で
妥協が成立し、ワシントンがパリ提唱の欧州防衛軍
を受け入れるかわりに、仏政府はその防衛統合案を
NATO の枠内に埋め込むことに了解した。その後、
ECSC 設立の合意をはさんで、1951 年 9 月、英米
は二つの連邦主義的な統合計画――シューマン・プ
ランとプレヴァン・プラン――を歓迎、一方の仏政
府は NATO の枠内で欧州統合を進めることに賛同
した。こうして「EC-NATO 体制」としてやがて結
実する秩序の原型がかたちづくられていった 38。

西欧に地域統合が萌芽したとき、米英は極東の
舞台でも駒を進めた。たとえソ連が参加しなくとも
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対日講和をはたすことで英米は早々に妥決するが、
中国代表権などの問題では最後まで不和が残った。
これはよく知られた経緯であるから、ここでは簡潔
にその流れを示すにとどめよう。

1951 年 3 月14 日、米国は樺太・千島をソ連に割
譲する条件として、モスクワの参加を求めると英国に
伝えた。同月 23 日、アチソン米国務長官が朝鮮戦
争停戦の声明案をトルーマン大統領に提出したその
日、ワシントンは英国はじめ極東委員会（FEC）の
全成員にむけて講和条約案を披露した。これは昨
年末に固めた「講和七原則」を踏襲するものであった。
同月末、英国はやはり中華人民共和国を講和会議に
招請すべきだとダレス米国国務省顧問に伝えていた
が、4 月16 日、モリソン英外相はソ連の参加につい
ては柔軟な態度をみせた。モスクワの参加は望むが、
たとえ不参加であっても条約署名の用意はあるとい
うのがその趣旨であった。5 月 3 日、米英両国は共
同草案にたどりつくが、中国代表権、台湾の処理、
そして韓国の講和会議参加などをめぐってたがいの
不和は残された。ただ、このときダレスは北京、台
湾いずれも条約に署名しないという線で歩み寄りの
気配をみせていた。6月3日から2週間ちかくにわたっ
てロンドンで行われた米英交渉をつうじて、両国の
溝は埋められていった。両者は「いま考案されてい
る多国間講和条約へのいかなる中国の共同調印もな
く進める」ことを確認し、事実上、北京・台北いず
れの代表も講和会議に招請しないことにした。また
台湾の地位について、講和「条約によって日本は台
湾および澎湖諸島にたいする主権を放棄する」とし
たものの「条約そのものは当該島嶼の将来を決する
ものではない」として含みをもたせた 39。

ソ連については講和会議に招請はするが、その参
加は当てにせず、北京・台北には会議への参加を呼
びかけもしない。いよいよ単独講和の路線がそのす
がたを顕わにした。

4　ソ連の遅延工作　――対欧州外交

1951 年春、朝鮮半島の戦局が膠着し、停戦に本
腰を入れ始めたモスクワであるが、その国際戦略の
基調に根本的な変化があったとはいいがたい。とく
に公式の立場をどのように示すのかという対外政策
の根幹にいたっては、従来のものを踏襲しておけば
よかった。

マリクの国連ラジオ演説に向けて動き出したソ連
外務省は、みずから世界にうったえるべき平和の諸
原則を選ぶにあたって、おそらく躊躇することなどな
かっただろう。軍備縮小、核兵器の［製造・使用な
どの］無条件禁止とその国際管理体制の樹立、そし
て日本、ドイツを相手に平和解決を得るという、「戦
後の原像」（進藤榮一）たるべき諸原則を掲げてお
けばこと足りたからである。しかも、その「原像」
が高邁で尊いものであればあるほど都合がよかった
に違いない。それを葬った責任をまるごと相手方に
求めればよいからである。史実としては歪曲、誇張
きわまりなくとも、宣伝工作としては利用できるだけ
の資源をモスクワはもっていた。みずからの行為は
さておき、「北大西洋軍事同盟の創設がソ連と西側
三大国の関係を悪化させた主原因であった」と難詰
すればよかった。さらに「北大西洋条約の締結、外
国領土における米軍基地の設置、西独の再軍備と
西独軍の創設、日本軍国主義の実質的復活、北大
西洋条約機構加盟諸国、そして何よりも米国による
極端な軍備競争と軍事力強化、この一連の事実が
いま西側大国の侵略的政策を特徴づけている」と
責めることもできた 40。ソ連にとってこの公式たる「正
論」はマリク演説のあとも援用された 41。

さて、理想をそのまま引き写したような原則を基調
にしながら、個別の外交戦術が打たれることになっ
た。このころ欧州情勢をめぐる東西の駆引きはなお
も断続的に続けられていた。米英仏ソ四大国は外相
会議開催に向けて、その準備会議たる外務次官会
議をすでにパリで始めていたが、肝心の外相会議
の議題をどのように設定するのかという問題が未決
のままであった。西側の経済統合に西独が呑みこま
れるのを見すごすほかなかったモスクワにとって、ド
イツの将来をいよいよ定めることになる講和問題は
至要、少しでも状況の打開を賭して時間を稼ぎたかっ
たのか、朝鮮半島の第五次戦役が帰趨を決するころ
までは外交交渉の遅延工作に徹する。

5 月 2 日、西側三大国（米英仏）が四国外相会談
の議題案として三案をソ連に提示、ところがパリ四
国外務次官会議の席でソビエト代表団がそのうち二
案に難癖をつける。残るは一案。他の案にもみられ
るが、この案にも「ドイツ再統一および講和条約準
備に関する諸問題」のほか、対イタリア・ルーマニ
ア・ブルガリア・ハンガリー各講和条約履行の問題
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などが議題項目として挙がっている。論争の焦点は
もはやそこになく、「国際的緊張の原因および結果の
検討」という冒頭の項目にあった。冷戦を引き起こ
した責任をどこに求め、冷戦によって生起した問題
をどのように解決するか。東西間の外交的応酬の本
質ともいうべき諸要素をどのような優先順位で表記
するのかをめぐり紛糾したわけである。当然ながら、
ソ連は「ドイツ非軍事化に関する問題」を最初にお
くことを求め、西側三国は「軍備・軍事力の国際管理・
縮小体制の構築」を優先せよと迫った。両者の応
酬はしばらく頓挫するが、朝鮮半島の第五次戦役が
失敗した 5 月末、機を見計らったように米英仏がモ
スクワに妥結を急かした。表記の順番をめぐる紛糾
は「大きな難題であると考えるべきではない」。ソビ
エト代表が「北大西洋条約に関するみずからの提案」
に固執しなければ、議題をめぐる合意は成立するし、
外相会談もできる 42。西側三大国は NATO を冷戦
の元凶だと断じるモスクワの立場に変更を迫った。

朝鮮の戦役に蹉跌をきたしたソ連にとって、にわ
かに事態の好転は望めない、かといって弱みに付け
こまれるままにその要求を受けいれるのも潔しとしな
い。そこでソ連外務省は「ソ連と連合国三国の関係
を悪化させた主原因たる米軍基地および大西洋条
約機構の問題」を外相会議の議題にせよと返した。
この問題を「率直に審議することは欧州の緊張した
雰囲気を大幅に緩和するとともに、外相理事会［外
相会議］会議の作業も大幅に軽減するだろう」ともっ
ともらしい理由で飾り付けるのも忘れなかった 43。
モスクワが NATO の議題に執着したのは西独がそ
こに統合されることを恐れたからであり、米軍基地
の問題に目を光らせたのは、無論みずからに刃を向
ける米国がその在欧能力を高めるのを案じたからで
ある 44。

結局、6 月下旬、マリクのラジオ放送前日、米国
がパリ交渉を決裂させてしまい、次回の会合予定さ
え示さないというありさまであった 45。モスクワも持
論をくり返しては、ただワシントンを詰るばかり、は
なはだしきは中国（北京政府）を加えた五大国によ
る平和条約締結を迫るなど、およそ実現の見込みの
低い高目標ばかりを並べた 46。外交の実務的交渉を
なかば擲ったともとれる粗雑な態度であった。

モスクワは欧州方面においても、反撃に転じる機
会をうかがっていたのか、派手な外交攻勢に打つの

をあえて控えているようにもみえた。これと引き換え
にスターリンはこれまで守勢に甘んじてきた極東問
題にたいして、にわかに熱を上げはじめた。

5　ソ連の外交攻勢　――対日講和問題

1951 年 5 月初旬、モスクワが対日講和問題で本
格的な動きをみせはじめる。時あたかも朝鮮の戦場
では第五次戦役のまっただなか、日本問題に目をや
れば、対日単独講和の準備もいよいよ佳境に入ろう
というところ、駐米ソ連大使が本国に宛てた公電に
は暗い見通しが並ぶ。

「米国の支配層」には極東政策をめぐる原則的
な対立は見られない。「米国の極東政策［おもに朝
鮮戦争］失敗とマッカーサーの退役によって、米国
は対日単独講和条約および日本との軍事協定それぞ
れの締結促進、そして太平洋条約の成立促進に着
手した」。4 月中旬、ダレスは軍事協定の条件をさだ
め、単独講和条約の細かい修訂作業に取りかかる
ため訪日した。「東京の放送局は日米軍事協定（『安
全保障に関する日米暫定協定』とは名ばかり）の非
公式な原文を報道したが、その協定によれば、日
本側の「要請」によって、米国がその［日本］領土
に軍隊を保持し、それ［日本］にたいして『安全保
障』を提供することが規定されている」。米国として
は「今年半ばまでに講和条約草案の『合意』を終え、
その後形式的な署名会議を招集するつもり」であり、
その条約の規定は「英国以外の極東委員会成員」
から「なんら深刻な反対を受けていない」。

ただ、わずかな光明が差すとすれば、英米間に
不和があるということか。パニューシキン大使は英
国が「日本の競争力をおそれ、日本の造船工業の
生産力を制限するよう求めている」ことに目をやり、

「米英間の最終合意は依然達成されていないと推測
できよう」とした。また「太平洋条約の組織をめぐって、
英米間に意見相違が生れた」ことにも留意した。「米
国の主要同盟国である英仏が同条約に不在であるこ
とは、米国が太平洋を完全に支配しようと画策して
おり、これによって英米連合内の対立が増大してい
ることを示している」と観察した 47。

不思議なことに、ここには中国代表権問題をめぐ
る英米不和は取り上げられていないが、別の問題群
をめぐって両者の意見対立がなおも残されているこ
とには注意を向けており、その一点に一縷の望みを

サンフランシスコ講和会議と中ソ同盟（1949-52）



116

つないでいるといえなくもない。ただ、ワシントン主
導の対日単独講和、日米軍事協定がほぼ既定路線
として固まりつつあるというのが報告の基調であっ
ただろう。英米対立に期待をよせて、この大きな潮
目が変えられるという積極的な意志や判断をここか
ら読みとることはおそらく難しい。たとえ既定路線
がそのまま実ろうとも、今後も西側陣営内に不協和
音が残されることになるという未来にむけた含意が
ここに示されていたとみるべきであろう。

さて、敵方が既定路線をいよいよ固めようという
段になって、ようやくソ連は反撃に転じる。なぜこ
うも遅きに失したのか。朝鮮の戦局で優位になるま
で機を見計らっていたというのが通説であるが、こ
の推察にも再考すべき余地が残されている（前稿参
照）。戦局で挽回をはかってから事態の好転をねら
うというのはもっともらしい道理ではあるが、やはり
一面の真理にすぎない。その間、敵方は対日講和
準備を着 と々進めてしまうため、正当な反撃の布石
を打っておかねば、打開できる機会さえ失しかねな
い。実際にはその好機を逸したというにとどまらず、
朝鮮の戦場で圧力を加えながら西側に対日全面講和
を迫るという算段――停戦条件への採用――さえも
とうに消えていたのである。

一見、倒錯しているようだが、敵方の路線が固ま
りつつあったからこそ、心おきなく反撃する余地が
生まれたとはいえないか。相手方の計画が未熟なう
ちからこちらが下手に手を出せば、講和準備に少し
でも参与することになりかねず、その非を責めるべき

「単独講和」が完全には成立せず、かえってみずか
らの正論に傷をつける。おおむね大勢が決し、事態
を覆すことがもはや望み薄だという諦念があればこ
そ、自前の対案に高目標をふんだんに盛り込めると
いうことだったのではないか。

6　第一の対日攻勢　――日共の武装闘争路線　

さて、ソ連が対日問題をめぐり攻勢をかけるとな
れば、朝鮮戦争前夜にさだめた二重戦略――党と
政府の両レベル――によるほかない（前稿参照）。

ひとつの戦略は、現地の共産党による「自力更生」
をつうじて、その地に君臨する政権とその向こうにひ
かえる大国に挑みかかるという革命運動の鼓舞であ
る。現地の努力を「主」、外部の援助を「副」とす
るこの戦略は、中国共産勢力が新政権を築くまでに

得た経験によっている。その戦術の妙技は合法闘争
と非合法な闘争、農村と都市の闘いをうまく組み合
わせるところにある 48。

ところが、日本共産党に北京流の「自力更生」を
期待するとなれば、はなはだ心許ない状況にあった。
1950 年初頭、クレムリンがコミンフォルム機関紙を
つうじて日共に強硬路線をとるよう迫ると、党内はみ
るまに分裂、「主流派」（所感派とも呼ばれるが、便
宜上この呼称による）たる徳田球一、野坂参三らは
非合法活動を準備しながら北京に逃れ、異国の地
にさながら亡命支部を設けた。このいわゆる「北京
機関」はいくつかの回想や資料によって実態が断片
的に知られるが、いまに至るもその全容はとらえが
たい。サンフランシスコ講和会議の前後、全面講和
闘争を強硬にくり広げるため、日共主流派はこの亡
命機関を介しながら軍事路線を含むいわゆる「51 年
綱領」を採択するにいたる。この経緯そのものは史
実として至要たる地位を失わないが、中ソ両党がふ
かく関与していたことに加え、非合法な闘争に走っ
たこともあって戦後日共にとってはいまなお負の遺
産、史料の公開は極度に制約され、依然不明な点
を残している 49。詳細は別稿に譲ることにし、ここ
ではことの次第を概観しておきたい。

1951 年 2 月下旬、日共主流派は党内分裂を修繕
できないまま第四回全国協議会（四全協）を敢行し、
強硬な闘争方針を固めた。「労働者階級と、農民の
基本的な闘争部隊を徹底的に強く」するという決意
のあと、「あらゆる形態の人民自衛団の組織を拡大
発展さす」と謳った。「米帝の銃剣と売国的な警察
のピストル」、その支持勢力などの「暴力的な圧力に
直面せざるを得ない」以上、「党活動は非合法によ
る政治指導の徹底的な強化」を求められるとして、
敵の暴力に直接立ち向かうよう党員を鼓舞した 50。
このとき中共流儀の闘争方式、とりわけ軍事方針が
固められたと考えられる 51。

それだけに 4 月から 8 月にかけてモスクワで四回
断続的に行われた日ソ両党会談［中共も列席］は、
軍事方針そのものの是非を論じるというよりも、主
流派のもとに日共を団結させるための荒療治という
にふさわしい。現地には徳田ら主流派、そして国際
派を代表して袴田里見いずれもが滞在していたが両
者は没交渉、スターリンは最後の第四回会合をのぞ
いて主流派のみと協議を重ねて一連の決定――主流
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派の自己批判、スターリンお墨付きの綱領作成、そ
して袴田の自己批判――を下す。8 月に行われたと
思しき第四回会合では、国際派袴田が初めて交渉
に参加するも、スターリン威圧のもと既定路線を事
後承認させられるばかりであった 52。そのときまで
にクレムリンは主流派徳田の要請に応じて、10 万米
ドル規模の財政援助を与えることが目的に適うとし
て、資金援助を決断していた 53。

共産世界の領袖が終盤にかけて矢継ぎ早にほど
こしたこの手荒な処置により、日共主流派は 8 月の
20 回党大会、10 月の五全協をつうじて「51 年綱領

（文書）」を採択するにいたる。ただ、なにぶんや
り口が強引とあって後年日共党内に大きな禍根を残
す。戦後日共にとっては過重すぎるほどに負の教訓
となったこの「1950 年問題」、重責を課すべきはだ
れかという問題が党の正統性に直結するため、熾烈
な論争は避けがたかった 54。

ここで党内権力闘争にも堕しかねないこの論戦か
ら数歩退き、「全面講和」にむけた闘争戦略として
これを観察すれば、スターリンが現地日本の共産勢
力に高い期待を寄せていたと考えるだけの根拠は見
つからない。みずからの介入に原因の一端があると
はいえ、講和会議の前夜まで党内は分裂をつづけ、
米占領下にただでさえ劣勢の日共は多くの工作に支
障を来していた。では、党内の亀裂を修繕するため
にスターリンがすみやかな処置をほどこしたかといえ
ば、そうでもない。4 月に始まった日ソ両党会談は
散発的なものであり、最終決着までに 5 ヶ月ちかく
浪費した。そればかりか、日本国内で新規綱領の
採択が俎上にのぼるころには講和会議が目前に迫
り、五全協の正式な決定に至ってはサンフランシス
コ会議終了から一月あまり経ていたという始末。闘
争方法がようやくさだまったときには、その標的が失
われているという悲劇とも喜劇ともつかない展開に期
待を寄せるのも難しい 55。

全面講和を導くための闘争としてははなはだ無力
と知りながら、なぜスターリンはこれほど強引なまで
に日共に強硬路線を迫ったのか。かつてかれは欧
州の共産主義政党を引き締めるにあたってコミンフォ
ルムを結成し、やがてユーゴを排除した。これと似
た戦略をアジアにも持ち込もうとしたのではなかった
か。実現はしなかったが、アジア革命の司令塔たる
北京に東方版コミンフォルムをつくるよう迫り、中共

流の武装闘争路線で画一化をはかり、それに抵抗
しかねない勢力の芽を早々に摘んでおく56。戦後日
共の平和路線を公然と斥け、中国流の強硬路線を
強要したのには、このような背景があったのではな
いか。講和条約調印ののち正式採択された「51 年
綱領」は、極東の一角で過激な闘争をくり広げる指
南書としては意味があっただろうが、全面講和闘争
としては遅きに失したという月並みな形容さえ色あせ
るような代物であった。

7　第二の対日攻勢　――日本中立化構想

クレムリンが党をつうじた革命戦略にそれほどの
期待を込めていなかったとすれば、残る戦略は政府
レベルの外交戦である。旧敵国との講和はすぐれて
政府レベルの外交問題であるから、連合国としての
地歩を築いてきたソ連が北京政府に先んじた。

1951 年 2 月下旬、対日講和条約をめぐる会談再
開の用意がマリクにあるとダレス米国務省顧問が記
者に語ったところ、翌月 3 日、マリク自身がこれを
事実無根と否定した 57。ソ連が単独講和の準備作
業に参入しているという印象は、たとえわずかでも
払拭せねばならなかった。3 月下旬、米国が講和案
を示してからひと月近く経て、モスクワはにわかに重
い腰を上げた。

5 月 6 日、スターリンは米国の講和草案にたいす
る批判的回答を用意して、それを毛沢東、周恩来に
照会、北京の同意を得た 58。

翌日、ソ連外務次官ボゴモロフは駐ソ米国大使
カークに接見し、その文書を手交した。終戦後一貫
してうったえてきた原則をくり返すものではあるが、
新たな情勢を視野に入れながら、そこにいくらか肉
付けしたという趣の文章である。

まずは米国がいかに「単独」でことを運んできた
のか、その不正をうったえた。米国はみずからの講
和草案を「ソビエト連邦を含むその他諸国政府の代
表と意見交換したのち作成した」としているが、こ
れは「不正確」である。すでに 3 月初旬、マリクは

「対日講和条約準備に関して米国代表との単独交渉
を拒否する」と声明しているし、「いずれか一国の政
府が担当して、同国が他の利害関係政府の意見を
調査する」のを講和条約の準備というわけにはいか
ないとも説明してきた。それにもかかわらず、米国は
条約「準備に関わる権限を占有しようとして単独準
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備も辞さなかった」。
つぎに、米国案が「現有の大国間協定［カイロ・

ポツダム両宣言、ヤルタ協定など］に反する不公正
な立場を含んでいる」と責める。日本を民主化、非
軍事化し、平和的経済を発展させるという義務を怠っ
ているほか、「台湾島、澎湖諸島を中国に返還すべし」
と明記したカイロ宣言に違反している。米国案では
日本が当該島嶼の「あらゆる権利を放棄することだ
けは謳っているが」、これを「中国に引き渡すことに
は一言もふれていない」。そのほか「琉球、小笠原
諸島、西ノ鳥島、火山列島、沖ノ鳥島、南鳥島にた
いする日本の主権を奪い、国際連合による信託統治
という口実で当該島嶼を米国の施政下におく」とい
う規定をとりあげ、この「略奪には大国間協定、国
連安保理決議いずれにも規定がないため」、「正当
化する余地がない」と論難する。

当然ながら、軍事問題にも目を光らせる。「米国
草案には日本の軍国主義復活を阻止するための保障
措置がないばかりか、日本の軍事力規模に関してな
んら制限を設けていない」。駐日米軍の待遇も見過
ごせない。米国案に占領軍の撤退期日が明記されて
いない以上、講和締結後も「日本におかれた米国占
領軍と軍事基地を維持することをはっきりと念頭に
おいている事実は無視」できない。「対伊講和条約
では講和締結後 3 ヶ月以内に占領軍がイタリアから
撤退すると規定している」ため、「イタリアと比べて
日本は最悪の状況におかれ、米国は対日講和締結
後も無期限に日本占領を続ける無限の権利を享受す
る」ことになる。

一連の非難が終わると、最後にくるのが具体的提
案である。第一に「対日講和条約の準備を始めるた
め、1951 年 6 月あるいは 7 月に米中英ソ各代表か
らなる外相会議を招集」せよと迫った。そのさいに
は「対日参戦国すべての代表」を条約「準備作業に
招請」することを想定していた。

第二は、講和条約を作成するさいの基本目標であ
る。日本の民主化、平和的な経済発展、通商制限
の撤廃などのほか、「自衛に必要な範囲を超えない
よう日本軍事力の規模に制限を設ける」ことを求め
る。これは陸海空軍の規模に厳密な制限を設けた
対伊講和条約と趣旨を同じくするもので、「日本がイ
タリアよりも特権的な地位を与えられる」ことには「な
んの根拠もない」。「日本自身」が「いわゆる『自衛』

のための軍事力規模」を決定することは「日本の軍
国主義復活を許すものに等しい」という、歴史の教
訓に学んだとも、誇張を含んでいるともいえるような
表現を添えた。

第三に、かつての対日参戦国いずれか「一国に敵
対するような、いかなる連合にも日本が与しないこと
を」明記する。第四に、講和条約締結後「一年以
内にすべての占領軍が日本領土から撤退」し、「い
かなる外国も軍隊あるいは軍事基地を日本に保有し
ない」と明記する。最後に日本の国連加盟を支持す
るという内容であった 59。

対米批判の項目は多岐にわたるが、ソ連がここで
示しているのは、あまりにも厳しい条件のもとで日本
を中立化させるという構想であっただろう。かたや
旧敵国日本を仮想敵とする中ソ同盟がひかえ、こな
た日本には非同盟を求め、「自衛」の範囲決定権さ
え奪う。従来、徹底した非武装化を求めていたこと
からすれば、これはモスクワの重要な譲歩には違い
ないが、日本は自衛の手を縛られたうえに国際的な
安全保障措置はといえば未加盟の国連以外にめぼ
しいものは与えられていない。四国外相会議は講和
準備の主体であって、日本の安全保障に最終的な
責任を負う機関とはほど遠い。米国案を斬り捨てる
言葉は勇ましいが、具体的な対案というには粗削り、
米国がこれまで受け入れてこなかった四国外相会談
を講和準備の起点におくあたり、相手と折衝する機
会を慎重に計算したという痕跡に乏しい。

当然ながら、米国がこの案に理解を示すことはな
かった。5 月中旬以降、クレムリンはまたもや反撃の
矛を磨きはじめた。第五次戦役をむなしく終えた翌
日、北京はそのソ連に同調した。周恩来は「米国の
対日講和条約草案に関するソ連政府の意見を詳細に
検討したあと」、中ソ両政府の見解が「完全に一致し
ていると認識」したとして、全面的に支持すること
を誓った。単独講和への反対、領土問題、外相会
談開催などの諸点に同意したほか、日本の軍事力を
自衛の範囲を超えない規模に制限するという件にも
賛同した 60。

モスクワは今回の外交戦を打つにあたって、北京
のみならず、モンゴル、北朝鮮、インドシナの共産
勢力からも事前に支持を取りつけていた 61。6 月10
日、ゾーリンソ連外務次官がカーク大使に面会し、
対米批判の覚書を手交した。この文書は前回の反
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復を基調とするが、米国の立場をひとつひとつ難詰
することに重点がおかれている。

まず、「日本をふたたび侵略国にせず、日本の軍
国主義復活を予防するための問題が最重要である」

〔下線原文〕と照準をしぼった。対伊講和に準じて
日本の軍事力規模を制約せよとソ連は求めたが、米
国政府はこれに反駁できていない。「日本の軍国主
義侵略の被害諸国にたいして将来の安全を保障する
ものは皆無だが、この点は講和条約の重大な任務
のひとつであるべき」である。「日米軍事協力」が
中ソの加盟を排除していることは明白で、同「協定
がなによりもまず当該諸国［中ソ］に敵対するもので
あって、明らかに侵略的性格を帯びている」ことは
疑う余地がない。したがって、国連憲章の「個別的・
集団的自衛権」に関する言及が、「明らかな根拠薄弱、
まったくのデタラメである」ことは明白である。

つぎに、講和手続についても持論を復唱する。ワ
シントンは米ソ両政府が講和草案について交渉した
というが、マリク−ダレス会談は個別会談に過ぎな
い。対日参戦諸国すべてが条約の準備・調印に参
与するという「全面的」なものであるべきだ。くどい
までの反復ではあるが、ここにきて新味も出した。
これまで四国外相会談の招集を旨としてきたクレムリ
ンであるが、それに代えてすべての対日参戦諸国代
表からなる講和会議を招集して講和草案を審議せよ
と迫ったのである 62。

この文書を以前からの復唱に過ぎないと断ずるこ
ともできようが、ささいな変化が示す戦術の転換を
見のがすのもまた惜しい。米国が主導権をにぎる単
独講和の外交過程がすでに覆しがたい現状にあっ
て、知恵をしぼるべきはみずからの正当性に磨きを
かけることであったろう。

ワシントンの流儀たる極東委員会［FEC］経由の
外交過程の向こうを張るため、これまでモスクワは
連合四大国の外相会談に固執してきたが、このたび
その態度を改め、対日参戦国が一堂に集う会議を提
唱、講和が「全面」的性格を帯びるべきものである
ことをより鮮明に打ち出した 63。そのすそ野を広げる
ためにも、蒙朝越の支持を事前に取り付けることを
忘れなかった。

また、日米軍事協力の流れをもはやせき止められ
ないと踏んだのか、それを詰ることに終始し、建設
的な対案を練ることには関心を示さなかった。日本

［あるいはその同盟国］に刃を向ける中ソ同盟の存
在を棚にあげ、東京に厳しい自衛条件を迫りながら
も、日本に安全保障の多角的枠組みを用意するなど
の工夫がここには見当たらなかった。

Ⅶ　講和会議前夜（1951 年 7 月～ 8 月）

1　譲歩の回帰

モスクワが日本問題をめぐって外交攻勢をかけは
じめるのを後追いするようにして、7 月10 日、かつ
て商都として栄え、板門店からも近い開城にて朝鮮
戦争の停戦交渉が始まった。クレムリンの領袖が説
く戦術に則りながら、中朝側は交渉決裂も辞さず、
米軍撤退を争う構えであった。

翌日、毛沢東は「［外国軍］撤兵の一条項はかな
らず堅持せねばならない」とさっそく李克農経由で
平壌にくぎを刺した 64。15 日、かれは「米国側があ
らゆる外国軍の朝鮮撤退問題を議題とするよう同意
することは必須、その条件を満たして初めて、わが
方は 38 度線の具体的境界線を議題として提起しな
いことに同意する」として、あくまでも米軍撤兵問
題が停戦交渉の入り口にあることを示した 65。17 日、
毛はこの立場を死守するのに交渉の決裂も辞さない
と意気込んだ。いわく「われわれは会議が停戦のみ
ならず、撤兵についても検討する権利があるという
立場を堅持する」。「敵側がこの譲歩に応じないなら、
われわれは立場を堅持せねばならない。われわれ
は休会を提起することもないし、決裂を示唆するこ
ともないが、かれらによる決裂もまた恐れてはいない」
66。みずから交渉の席を立つことはないが、こちら
の断固たる姿勢に相手が難色を示すなら、談判が
頓挫しても構わないという頑なな姿勢であった。

ところが、この決然たる態度に相手がひるむこと
がないと分かると、毛はあっさりと折れた。ことの
表層だけをなぞるなら、あまりにあっけない譲歩と
いうほかなく、相手の出方ひとつでみずからの構え
を変えたことになるが、この変心はいったいなにを
表しているのか。そもそもかれは 8 月の戦役準備に
こだわり、半島からの外国軍――米中両軍――撤
退を停戦条件とすることに乗り気ではなかった。あ
るいはこの高値の条件を守ろうとするあまり協議が
破綻して、こちらの態勢を立てなおす間もなく戦闘
が再開すれば、いっそう不利な状況に陥るとも案じ
たことだろう。しかし、スターリンがこの条件に固
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執する以上、弟分としては長兄の望みにまずは従っ
てみせるのが世の習い。これでは事態が打開できな
いと分かれば、その実例を示すことで、こんどはみ
ずからの戦術を売り込むということではなかったか。

事実、このとき毛がスターリンに披露した策は、
38 度線をはさんで両者の兵力を引き離すという、か
れが最初にかかげた原案そのものであった。

7 月 20 日、毛は「本日の会議で相手側が撤兵問
題の検討を拒絶する可能性がある」と平壌に伝える
かたわら、クレムリンの領袖にこう告げた。撤兵問
題で「敵側にまったく譲歩する兆候がみられない。
われわれはおそらく撤兵問題を再考しなければなら
ない」。なぜなら“目下われわれの軍事力では敵を北
朝鮮から追い出すことはできても、南朝鮮から追い
出すことまではかなわない”からである。戦争が長
引けば、敵は消耗するが、こちらも大きな財政危機
を迎える。「撤兵問題で成果の得がたい長期戦に臨
むよりも、停戦交渉のなかでこの問題を即時解決す
べき必須条件としないほうがよい。むしろ 38 度線
からの撤兵と停戦を朝鮮問題の平和解決にとっての
第一歩とし、朝鮮撤兵問題は停戦後の検討に残して
おくのがよい」。これこそマリクの案ではなかったか
と毛は畳みかける。そればかりか、朝鮮撤兵問題は

“台湾からの外国軍撤退、対日単独講和条約および
日本再軍備問題と同じく”以後の解決に残すのが最
善だと訴えた。スターリンとて米軍がたやすく半島か
ら撤退するなどと読んでいたわけではあるまい。相
手の出方さえ知ればそれで十分だったのか、かれも
毛の策に同意し、金日成もこれに同調した 67。

奇しくも、毛がモスクワに打電した日、英米からソ
連にサンフランシスコ講和会議の招請状が届いてい
る。単独講和の趨勢がほぼ確定するなか、その日
本問題とほぼ同列の二義的位置におかれたのが米
軍の朝鮮・台湾撤兵問題であった。いまや力の限界
をわきまえるほかなく、38 度線による分断に腐心す
るのが関の山、ここで見送った高目標を相手にする
日がいつ訪れるとも知れない。こうして目標を冷徹な
までに引き下げたはよいが、それでもなお敵方が満
足するという保証はなかった。

2　痛み分けの決裂

7 月 24 日、周恩来は身の丈にあわせて引き下げ
た交渉条件にいくらか自信をのぞかせ、ロシチン駐

中大使にこう語った。「米国人は 38 度線を越えて撤
退するのを拒否している」が、「中国にはかれらを
38 度線よりも向こうに追いやるだけの十分な力があ
る。よって、米国人は 38 度線の問題については譲
歩しよう」。「しかし、おそらく米国人は朝鮮からの
外国軍撤退については譲歩しないだろう。かれらは
こう確信している。もし朝鮮からかれらの軍隊が追
い出されれば、李承晩政権は瓦解し、それにつづ
いて日本の情勢まで悪化してしまう。米国人としては
李承晩軍を再編し、日本を武装化してはじめて自国
軍を少しずつ朝鮮から撤退させることができよう」68。

曇りない目で現状を見きわめているという点で卓越
した観察ではあるが、それだけに北京政府の諦念
を余すところなく物語っている。米軍を半島から追
い出すには、非武装中立の日本ではままならず、米
国が同盟者たる日本の「再軍備」を用意してはじめ
てそれが可能になるという、じつに皮肉な事実を伝
えているからである。

そうこうするうちに 38 度線をはさんで仕切りなお
そうとする策にも暗雲が立ち込めてきた。27 日の交
渉を受けて、北京は警戒の色を強めた。国連軍代
表が「“海空軍優勢への補償”を口実に、戦線から
遠く離れたわが方の実効支配地域内に軍事境界線
を設けるよう求め、1.2 万平方キロの土地を戦わずし
て強奪しようと企んでいる」とみたからである 69。最
終的に痛み分けるにしても、争うべきものは争うとい
う相手の態度に面した北京もまたおいそれと引き下
がるわけにはいかなかった。「敵方がなにを企もうと
も、まずは手順どおりに断固として 38 度線を双方の
軍事境界線とするという問題の解決にあたらねばな
らない」と毛は交渉団に檄を飛ばした 70。

しかし、解決の糸口が見つからぬまま、8 月 22
日、中朝側は交渉を中断すると発表し、議場を去っ
た 71。交渉が休会となるなか、周恩来は戦場でこと
を構える覚悟をもって敵方の出方を占った。交渉決
裂に向けて先延ばしをする可能性もあれば、軍事境
界線問題で妥結することもありうる。すぐれた観察
眼をもってしても精確な予測は難しく、いずれの可
能性も排除できなかった。それだけに正面から侵攻
を受けたときの準備だけは怠らず、東西両岸から敵
軍が上陸するのを警戒すべきだと判断した。毛は周
のこの原案に手を加えてスターリンにこう伝えた。「も
し満足いく回答が得られなければ、会議を一定期間
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休会し、敵側の気勢を削ぐが、わが方がみずから
決裂を宣言することはない」。「一定期間待ったあと、
敵側が交渉再開の意思をさらに示すなら、われわれ
は進んで婉曲的な方法を提起して、その受け入れを
促すつもりである」72。

たとえ停戦交渉が行き詰まるにしても、みずから
の正当性に傷がつくことだけは避けるため、協議決
裂の責任を相手側に求められるよう、その段取りだ
けは怠らなかった。

3　米英からの招請状

開城交渉が初日を迎えるその前夜、7 月 9 日、ワ
シントンが駐米ソ連大使館に一通の覚書を宛てた。
ほぼひと月前、クレムリンが米国の対日講和案にた
いして批判のかぎりを尽くしたその覚書にたいする、
これまた全面対決を趣旨とした文章である。

この覚書は冒頭、日本が個別の同盟関係に入る
のを禁じようとするモスクワの姿勢を拒絶するという
単純にして明瞭な否定から始まる。米国の条約案が

「国際連合憲章で『固有』のものと承認されている
権利――個別的あるいは集団的自衛権――につい
て日本に制約を加えていないことを理由」にソ連は
これに反対する。「ソビエト連邦政府は講和条約に
おいて、今後日本がみずからの裁量で他国と集団的
安全保障取決めに入る権利を否定しようとしている」
が、「この見解を米国政府は受け入れられない」。

つぎに講和条約の「手続き」問題をとりあげてい
るが、こちらはいくらか手の込んだ反論をみせる。
ソ連は「ポツダム協定の遵守に固執」し、外相理事
会の構成員たる米ソ英中四ヶ国によって条約を準備
すべきだとする。だが「これでは［外相］理事会と
いう拒否権による拘束をともなう手順に条約の準備
を委ねることになり、フランス、さらには対日戦でソ
ビエト連邦よりもなお深刻な負担を強いられた多数
のアジア太平洋諸国をその準備作業から外すことに
なる」。さらに、ポツダム協定が「日本の降伏前、そ
してソビエト連邦が依然太平洋戦争で中立の立場に
あった 8 月1日につくられた」ことから「対日講和に
ついていかなる言及もしておらず、これとは無関係で
ある」という従前からの立場を反復した。

いかにももっともらしい反論ではあるが、クレムリ
ンが知恵をしぼった対案――対日参戦諸国代表か
らなる講和会議の招集――には目もくれず、これを

素通りしていることは否定できない。
最後に、講和条約の準備から署名にいたるまで「多

角的」にことを運ぶべきだとするソ連の流儀について
も、従前からの反論をくり返すことに終始している。
いわく、「多数の利害関係諸国がその［講和草案］
準備に参加してきた。当該諸国が外交経路をたどり
それをなしたという事実が、それとは別の方式で参
加した場合と同程度にその参加を現実的なものにし
ている。条約の諸条項は対日参戦各国の利益を等
しく認め、保護するものになっていよう」。「今後ソビ
エト政府はお望みどおり、文書が多角的方式で準備
されるのを見届けることになる」73。

この覚書は相手への正当な反駁を趣旨とするが、
その実質をみれば、すでにできあがったみずからの
講和路線に傷がつかぬよう、従前からの論理で全
面対決できるところを巧妙に選んで批判したという
に近い。

東西の議論がすれ違うままに、7 月 20 日、米英
両政府はソ連に講和会議の招請状を送り、こう告げ
た。8 月13 日には条約の最終稿を送付する予定で
あるから、それまでに意見を聴収したい。9 月 4 日、
サンフランシスコにて講和条約の締結、調印を行う
74。

いよいよ講和会議が眼前に迫っていた。　（続）

［付記］本稿（前稿を含む）は 2016 年 12 月 3 日、
華東師範大学中国当代史研究中心、京都大学人文
科学研究所現代中国研究センター共催国際ワーク
ショップ「第 5 期中国当代史研究工作坊」（中華人
民共和国上海市開催）にて報告した中国語論文「中
蘇同盟与対日和約（1949-1952）：論冷戦背景下戦
勝国之間的国際政治」を大幅に加筆修正し、邦訳
したものである。修正前の中国語論文は、当初公刊
する予定はなかったが、このたび徐藍、姚百慧主編

『国際関係史工作坊（第 2 期）：冷戦的縁起及其初
歩発展』（世界知識出版社、2018 年 6 月〜 7 月出
版予定）への収録が決定したため、その旨記する
次第である。

また本稿は、科学研究費補助金（研究課題番号
16K03508）の研究成果の一部である。

サンフランシスコ講和会議と中ソ同盟（1949-52）
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Abstract 

In explaining the Sino-Soviet policy toward Japan in the early 1950s, previous research assumes that the 

communists earnestly, if not successfully, endeavored to attain an overall peace treaty with Tokyo by putting 

pressure upon the United States which was engaged in war in Korea, as well as by forcing the Japanese Communist 

Party [the JCP] to employ an armed struggle revolutionary formula. This assumption, however, fails to explain the 

historical process in which the Sino-Soviet attitudes to Japan’s problems did not become contentious until the Anglo-

Americans’ preparations for a separate peaceful settlement was almost complete late in the spring of 1951.

This article focuses on the somewhat paradoxical fact that the Eastern bloc deliberately avoided participating in 

any diplomatic processes led by the U.S. and Britain in order to thoroughly criticize the Western powers’ initiatives 

in a “separate” peaceful settlement with Japan. The Sino-Soviet defensive or even passive attitudes were based upon 

their realistic understanding that as long as the Anglo-Americans’ initiatives could not be overthrown, their strategic 

advantages lied not in their imprudent intervention in the Western powers’ efforts, but in maintaining silence to 

secure its own infallibility. The defensive positions were reflected on two fields: first, their strategy in peace talks 

regarding the war in Korea, in which withdrawals of the U.S. armed forces from the peninsula prevailed over any 

other problems including a peaceful settlement of Japan; secondly, an armed struggle formula adopted by the JCP 

under heavy pressures from Stalin, leading to serious splits within the party before and after the San Francisco peace 

conference in September 1951.

The communist’s offensive diplomacy could take place only after fundamental agreements on Japan’s issues 

were attained by Washington and London early in the summer of 1951, aiming more at totally refuting the Western 

powers’ drafts, and less at submitting its constructive and alternative ideas. Given that the Sino-Soviet alliance 

designated Japan as its main enemy, the Soviet early counterproposals lacked firm assurances for Japanese security 

because they not only deprived Tokyo of its own right to determine the range of self-defense but also prevented it 

from securing any alliances even in the absence of any multi-lateral security arrangements.

（2017 年 10 月 30 日受理）
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